
別紙様式５号（第７の３及び第８の３関係）

　Ⅰ　融資主体型・被災農業者支援型用
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1
青森
市

滝内
都市
的地
域

青森
市

Ⅰ-2 融資主体補
助型

（地域担い手育成
支援タイプ）

必須目標
100%
事業関連
取組目標
50％

1 1 100.0 1 1 100.0 1 0 0.0

「農業経営の法人化」について達成できなかったこ
とから、農業経営の効率化・安定化に向けて、関係
機関と連携しながら助言・支援していくこととす
る。

2
平内
町

中
中間
農業
地域

平内
町

Ⅰ-2 融資主体補
助型

（地域担い手育成
支援タイプ）

必須目標
100%
事業関連
取組目標
100％

1 1 100.0 1 1 100.0

今後も、地域農業の発展に寄与できるよう関係機関
と連携して経営体を支援していく

3
蓬田
村

長科
中間
農業
地域

蓬田
村

Ⅰ-2 融資主体補
助型

（地域担い手育成
支援タイプ）

必須目標
０%
事業関連
取組目標
０％

1 0 0.0 1 0 0.0

「付加価値額の拡大」については、関係機関と連携
してコスト低減に結びつくような栽培技術の指導・
支援をしていく。
「経営面積の拡大」については、農地中間管理事業
の活用促進等により規模拡大を促し、目標達成に向
けて支援していく。

農業
地域
類型

地区計

都道府県の評価

評価所見

経営体

３年度目
の達成状

況
（評価報
告）

①付加価値額
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②経営面積の
拡大

③農産物の価
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地区計

　２　先進的農業経営確立支援タイプ・地域担い手育成支援タイプ

No
市町
村名

地区名

事業
実施
主体
(市町
村又
は
都道
府県
名)

事業内容

Ⅰ-1 融資主体補助型
（先進的農業経営確立支援タイプ）

Ⅰ-2 融資主体補助型
（地域担い手育成支援タイプ）

Ⅲ 被災農業者支援型

地区の成果目標

⑤経営コスト
の縮減

⑥農業経営の
複合化

⑦農業経営の
法人化

地区計
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況
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①付加価値額
の拡大

②経営面積の
拡大

③農産物の価
値向上

④単位面積当
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加

No
市町
村名

地区名

事業
実施
主体
(市町
村又
は
都道
府県
名)

事業内容

Ⅰ-1 融資主体補助型
（先進的農業経営確立支援タイプ）

Ⅰ-2 融資主体補助型
（地域担い手育成支援タイプ）

Ⅲ 被災農業者支援型

地区の成果目標

⑤経営コスト
の縮減

⑥農業経営の
複合化

⑦農業経営の
法人化

5
五戸
町

川内

平地
農業
地域
類型

五戸
町

Ⅰ-2 融資主体補
助型

（地域担い手育成
支援タイプ）

必須目標
100%
事業関連
取組目標
100％

1 1 100.0 1 1 100.0

　必須目標を達成し、選択目標は概ね達成すること
ができたが、①付加価値の拡大や②経営面積の拡大
を含む、経営体の持続的な経営発展を支援するた
め、①コスト削減・省力化や高品質生産に向けた栽
培方法の指導、②農地中間管理機構の積極的な活用
や農業経営相談所の利用促進について、普及活動の
なかで町や農協等と連携して、助言・指導してい
く。

1 1 100.0

必須目標
0%
事業関連
取組目標
100％

1 0 0.0

・主食用米の価格が上向きである一方、燃料費等の
物価高騰の影響によりコスト削減が難しい状況にあ
るため、付加価値額の成果目標を達成することがで
きなかった。
経営面積については、拡大する努力を重ねた結果、
成果目標には達しなかったものの約95%達成という
結果となった。

・成果目標を達することができなかったことから、
県は村・農業委員会・農協等関係機関と連携し、条
件の合う農地の確保に向けた助言や指導を継続する
ほか、農業経営相談所等を活用し、助成対象者の経
営全体の見直しを支援していく。

地区計

地区計

Ⅰ-2 融資主体
補助型

（地域担い手
育成支援タイ

プ）

田舎
館村

平地
農業
地域

北地
区

田舎
館村

4

　県では、今後も関係機関と連携してさらに経営を
安定・発展できるよう、収量・品質向上に結びつく
ような栽培技術管理の指導や農地中間管理機構を活
用した規模拡大などを支援していく。
　また、付加価値額の拡大の成果目標を達成してい
ない経営体については、付加価値額の拡大に向け
て、市や農協と連携し気象に合わせた栽培管理の徹
底による品質向上や増収に向けた指導を行うと共に
収益の改善が図れるように経営診断を行う専門家の
派遣を支援する。

地区計

7

2 2 100.0

必須目標
50％

事業関連
取組目標
100％

2 1 50.0

6

つが
る市

稲垣
平地
農業
地域

つが
る市

Ⅰ-2 融資主体補助型
（地域担い手育成支援

タイプ）
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加

No
市町
村名

地区名

事業
実施
主体
(市町
村又
は
都道
府県
名)

事業内容

Ⅰ-1 融資主体補助型
（先進的農業経営確立支援タイプ）

Ⅰ-2 融資主体補助型
（地域担い手育成支援タイプ）

Ⅲ 被災農業者支援型

地区の成果目標

⑤経営コスト
の縮減

⑥農業経営の
複合化

⑦農業経営の
法人化

8

中泊
町

中里
中間
農業
地域

中泊
町

10
中泊
町

武田
中間
農業
地域

中泊
町

0.0

9

地区計

2 1 50.0 1 0

Ⅰ-2 融資主体補
助型

（地域担い手育成
支援タイプ）

必須目
標
0.0%
事業関
連取組
目標
33.3%

2 0 0.0

0 0.0 1 1 100.0

Ⅰ-2 融資主体補
助型

（地域担い手育成
支援タイプ）

必須目
標0.0％
事業関
連取組
目標
50.0％

1 1 0 0.0

おい
らせ
町

11

地区計

地区計

Ⅰ-2 融資主体補
助型

（地域担い手育成
支援タイプ）

おい
らせ
町

平地
農業
地域

木ノ
下小
学校
学区

必須目標
100%
事業関連
取組目標
100％

1 1 100.0 1 1 100.0

　県では付加価値額の拡大に向けて、市や農協と連
携し気象に合わせた栽培管理の徹底による品質向上
や増収に向けた指導を行うと共に収益の改善が図れ
るように経営診断を行う専門家の派遣を支援する。
また、中間管理機構等を活用した規模拡大や法人化
を図るための専門家の派遣を支援する。

　選択目標の「経営面積の拡大」についても目標が
達成されたことから、今後は経営体の農業経営の安
定化に向けて関係機関等と連携して支援を継続して
いく。

　県では町と連携して経営診断を行う専門家の派遣
を支援や中間管理機構を活用した規模拡大を支援す
る。また、速やかに法人への移行が図れるよう支援
する。
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No
市町
村名

地区名

事業
実施
主体
(市町
村又
は
都道
府県
名)

事業内容

Ⅰ-1 融資主体補助型
（先進的農業経営確立支援タイプ）

Ⅰ-2 融資主体補助型
（地域担い手育成支援タイプ）

Ⅲ 被災農業者支援型

地区の成果目標

⑤経営コスト
の縮減

⑥農業経営の
複合化

⑦農業経営の
法人化

12

六ヶ
所村

六ヶ
所

中間
農業
地域

六ヶ
所村

Ⅰ-2 融資主体補
助型

（地域担い手育成
支援タイプ）

13

14

必須目標
66.6%
事業関連
取組目標
100％

3 2 66.6 3 3 100.0

地区計

　事業関連目標の「経営面積の拡大」は3経営体全
てで達成されたが、必須目標の「付加価値額の拡
大」は3経営体のうち1者が未達成となったことか
ら、関係機関等と連携して経営改善に向けた専門家
派遣事業の活用を促すよう指導・助言を行う。


